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1. はじめに（石川｜）

気象・水文の観点、からの研究を本項にまとめる。第 2

章は、レーダー観測に基づき全体像と特徴を記述する。

また、温暖化影響に関して考察する。 第3章では、大気

安定度の指標を用いて豪雨発生の背景となるメソスケー

ルの環境要因を調べた結果を示す。第4章では今回の豪

雨に先行した台風7号の影響を考察した。第5章では気

象庁アンサンブ、ル予報結果を角卒中斤し、本事例がどの程度

予測可能で、あったかを調べた結果をまとめた。

第6章では、西日本全体を計算領域とする分布型流出

モデ、ルを用いた流出解析の結果をまとめた。さらに、第

7章には、 洪水抑止の一方策ともなりうる技術として、

木製可動型水流減勢工に関する研究を収録した。

2. 気象レーダー等から読める豪雨の特徴とその

将来頻度変化の解析（中北・山口・小坂田）

2.1 まえがき

-

平成 30年 7月豪雨では，図 2.1に示すように，長期

間に広い範囲で非常に多くの総雨量がもたらされ，西日

本を中心に死者 224名 I）という，平成に入って最大の死

者数となる甚大で痛ましい人的被害が発生した．平成

29年にも短時間かつ局所的な九州［;:jヒ部豪雨による甚大

な被害が発生しており，近年，地球i副長化の影響が出始
めているのではないかと感じるような，今までの常識が

通用しない豪雨災害が頻発している．地球温暖化に対し

て後悔しない適応をするため，現象の理解を進めるとと

もに， 災害からの教訓，そして将来予測の共有がますま

す重要になってくるだろう．

本稿では，国土交通省の Xバンド偏波ド、ツブ。ラーレ

ーダー（以下， XバンドMPレーダーと記す）及び既出

のα合成雨量情報を用いて，本豪雨で引き起こされた
災害の鞘蚊をまとめる．また，XバンドMPレーダーの

3次元情報を用いて雲特性を解析するとともに，気候モ

デル出力を用いて地球温暖化の影響評価について角特庁を

行った．気候モデ、ルの詳細については後述する．
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図2.1 （左）国土交通省のXバンド偏波及びCバンド偏波ドップラーレーダーの合成雨量による7月7日12時までのω時間積算
雨量と （右）メソ客観鮒庁データMSMの7月上旬の海面更正気圧（色）と水蒸気フラックス（矢印） ．
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2.2 気象レーダーから読み取れる災害の特徴及び

雲の特性

(1）災害の特徴

平成 30年 7月豪雨の大きな鞘教はやはり，非常に広

域で、長時間に渡って雨が降り続いたことである．豪雨期

間中を通して，それほど強くない雨域が広域を覆い，典

型的なバックビルディング型梅雨豪雨のような局所的豪

雨は見られなかった．こうした豪雨により，岡山県真備

町などにおける浸水や広島県の安佐北区や呉市などにお

ける土砂災害など，多くの災害が発生した．図2.2に，

左から，広島県の呉市及び安佐北区付近における降雨強

度，7月5日∞時からの積算雨量， 土壌雨量指数を示す．

上段から 6日19時，7日02時， 7日05時の図である．

図中の白い星印は土砂災害があった場所を表しており，

積算雨量と土壌雨量指数の赤字のタイトルは，土砂災害

が発生したおよその時刻であることを示している．降雨

強度と積算雨量の図はα合成雨量から作成し，土壌雨
量指数及び土砂災害の発生場所・時刻の情報は国土交通

省砂防部からご提供し、ただいた．

図2.2からわかるように，各時点で，それまで降り続

いた長雨によりかなりの積算雨量となっている．そこへ

再び，必ずしも強くない線状降水帯が何度も押し寄せ，

l波， 2波，3波，4波と通過していった．その度に，既

に満身創撲で、あった多くの山月鯵↓面において次々と土砂

災害が発生した．そして，図 2.2の下段に示す 7日05

時は豪雨の終わりかけの時刻であるが，この最後に移動

していった線状降水帯が， トンカチで連打するかの如く

多くの地点で土砂災害を起こしていった．

山腹斜面だけでなく，河川流域やダム貯水池において

も水が満杯になっており，それ以上少しでも豪雨がある

と土石流や斜面崩壊が生じたり，河川流域の山々から既

に満杯の川や夕、ム貯水池に雨水が流出したりするような

状態で、あった． すなわち，耐えうる限界にあった．そし

て，その上で加えて豪雨が押し寄せた．トンカチ役とな

った，そう強くない豪雨の1波，2波の影響を評価する

には，今後より， レーダー等を用いた短時間降雨予測の

強化やその利用の促進を図る必要があるだろう．
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図2.2 （左）降雨強度， （中） 7月5日∞時からの積算雨量， （右）土壌雨量指数．積算雨量と土壌雨量指数について，星印は土

砂災害発生場所を示し，図のタイトルが赤字で、あるのは土砂災害があったおよその時刻で、あることを意味している．
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(2) 3次元雲i↑静慢の特徴

次に， XバンドMPレーダーの三次元情報を用いて雲

情報を解析した． 図2.3に，Xバンド孔1Pレーダーから

作成した平成 30年 7月豪雨時の近畿地方におけるレー

ダ一反射強度の立体図を示す．図の左に平成 30年 7月

豪雨，右に比較として，典型的なパックビルディング型

梅雨豪雨で、あった平成29年九州北部豪雨の図を示す．

図2.3からわかるように，平成 30年 7月豪雨は， 典

型的な線状対流系で、あった九州、｜北部豪雨と比較して雲の

高さが低い．このことは， 川野 ・鈴木・川村 2）（こよって

2018年日本気象学会秋季大会で報告された， 「平成 30

年7月豪雨時には雷がほとんどなかった」としづ結果と

対応するものである． こうした雲の特性においても，平

成 30年 7月豪雨は典型的な線状対流系とは異なってい

たと言える．

2.3 地球温暖化の影響評価について

い）使用データ

地球温暖化の影響評価には，文部科学省倉lj生プログラ

ムで気象庁気象研究所によって計算されたおn解像度

の非静力学領域気候モデ、ル N皿 CMOS，及び大量アンサ

ンプノレデータである d4PDFNHRα位0（以下，d4PDF20

と記す）を用いた.NHRα1105の将来気候は全球平均気

温 4度上昇シナリオである R臼 8.5に基づき計算され，

海面水温（SST）アンサンブルが4本 （以下， ぬ～c3と記

す）が出力されている.d4PDF20の将来気候は全球平均

気温4度上昇定常状態で計算されており，同じく SSTア

ンサンプルとして現在気候50本，将来気候90本の大量

アンサンブルが出力されているあ．また，平成30年7月

豪雨を含め，過去に実際発生した梅雨豪雨の解析には

α合成雨量， 及び気象庁のメソ客観解析データ悶M
を用いた．

(2）解析結果

．童生垣度
O銅kadaand N紘副担。は， NHRCMOSの6～8月における

降雨出力からメソpスケールの梅雨豪雨を抽出し，その
発生頻度を角特庁している．結果を図2.4に示す．

図2.4が示すように，メソpスケールの梅雨豪雨は日
本のほとんど地域で増加傾向にある．この傾向は，近年

の梅雨豪雨の頻発と矛盾していない．しかし，この結果

はあくまで， 平成 29年九州北部豪雨のように， 梅雨期

に発生するメソPスケールの豪雨が増加することを示し
ている．必ずしも，今回の平成 30年西日本豪雨のよう

に，広域かっ長時間持続する豪雨をカウン卜したもので

はないことに注意が必要である．

三
図2.3XバンドNIPレーダーから作成した（左） 平成30年7月豪雨と（右）平成29年九州北部豪雨のレーダー反射強度の立体図．
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図2.4梅雨豪雨溌生頻度の将来変化舟
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ついて述べる． 北緯 30°上の荒経 128～138。問でフk蒸気フ
ラックスの南北成分， 東経127.8°上の北緯 30～33。間で東

西成分を，北及び東を正として合計し， 水蒸気フラック

ス量 Fと定義した．今回は，数日にわたって持続した

平成30年7月豪雨の鞘教を踏まえ， 3日間合計のFを解

析した d4PDF20の 6～8月のデータから算出した 3日

間合計Fの相対頻度分布を図2.6に示す．

平成 30年 7月豪雨発生時の水蒸気流入量は，現在気

候では分布の裾野に位置しており，非常に稀な量の水蒸

気が日本域に流入していたことを確認した．平成 29年

九州北部豪雨発生時や，平成 30年 7月豪雨と類似性の

高い 1972年豪雨発生時と比較しでも，その大きさは突

出している．時間空間スケールが平成 30年 7月豪雨よ

り小さい平成 29年九州北部豪雨の鞘蚊を踏まえ，日平

均Fを比較しても，平成 30年 7月豪雨時の水蒸気流入

量は突出していた（図省略）． また，将来気候でも極端

な水蒸気量で、あるが，将来で、は同程度の水蒸気量が流入

する頻度が増加することも見て取れる．

－彊重E量
小坂田・中北 勺土， NHRα1105から抽出された梅雨豪

雨事例仰を用いて，5伽m曲以上の強雨継続時間当たり

の積算雨量が将来増加することを示している．平成 30

年 7月豪雨の中で，NHRα,105からの梅雨豪雨抽出基準

のに当てはまる事例（図 2.1左の黒楕円で囲んだ事例）

について，同様に強雨継続時間と積算雨量を算出した

図2.5に結果を示す． 青ムがNHRCM05の現在，赤0

が将来で発生した梅雨豪，口が過去に発生した梅雨豪雨

を表す．平成30年 7月豪雨は黒口で，平成29年九州北

部豪雨はピンクの口で示している．平成 29年九州北部

豪雨と比較して， 平成 30年 7月豪雨は現在の分布の中

でも積算雨量が少ない． すなわちメソPスケールの梅雨
豪雨としては，平成 30年 7月豪雨は，現在気候におい

ても極端で、はなかった．そのため，本豪雨の異常さはよ

り大規模な場からその鞘蚊を捉える必要があるだろう．

－丞蓋室量
そこで次に，

過去の檀軍壷商事倒

ロ20l8年T男事甫｛CX)
ロ20l7J町．九州意留置爾 （CX)
ロ2017.07島根褒南（CX)
ロ2016・.06.Jlt本自民南 （CX)
ロ2014.・伺忍彊豪雨 ｛川
口2014.08.広島豪雨（X}

自 由14.aa.a：知山豪雨〈均
ロ2013.08島根叢南（X)
ロ2012.個．宇治豪雨 （X)
却12.07亀岡京商（X)
ロ2012.07－~til.f”豪雨ー筑後｛刈
ロ2012.07.北九州蛮雨（X)

（強南継続時間Td；時間） ｜ロ2010.07.可児E菱商 （刻
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図2.5強雨継続時間と積算雨量の将来変化．
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－犬気場パターン

最後に，平成 30年 7月豪雨発生時の大気場パターン

に関する角軌庁について述べる．

大気場パターンに関しては， d4PDF20の 10日平均値

の海面更正気圧及び水蒸気フラックスをクラスター分類

し，図2.1右に示す平成30年 7月豪雨発生時の 10日平

均値大気場と類似度の高いクラスターの将来変化を解析

したその結果，平成 30年 7月豪雨発生時の大気場パ

ターンは，将来気候において増加する傾向は見られなか

った．しかし大気場パターンの将来変化に関してはよ

り精査が必要であり，再現期間など定量的な値の算出も

含めて，今後の課題とする．

5. まとめ

平成30年7月豪雨の鞘蚊を大枠でまとめる．

1. 梅雨豪としては珍しく，背の高くない雲によって，

長期間に広い範囲でたくさんの総雨量がもたらさ

れた

2. それにより，満身創療になっていた多くの山腹斜

面 ・河川流域・ダム貯水池で，通り過ぎて行った

そう強くない豪雨の一波二波が， トンカチのごと

く土砂崩壊，洪水，ダ、ムの小貯水池からの緊急放

流をもたらした．

3. そのため，情報伝達，避難に関しでも多くの視点

をもたらした．

災害をもたらすトンカチ役となったそう強くない豪

雨の影響を評価するには，本稿で用いた Xバンド MP

レーダーのような気象レーダ等を用い，短時間降雨予

測の強化とその利用をますます促進していく必要があ

るだろう．

また，地球温暖化による将来変化との関係を以下に

まとめる．

1. 典型的な線状降水帯型の梅雨豪雨の頻度は将来増

加する．これまでほとんど梅雨豪雨が発生してい

なかった地域で、も生起する．そして，同じ強雨の

継続時間内でも， その時間内での強雨総雨量は増

大する．

2. しかし，平成30年 7月豪雨のように停滞する大気

のパターンは，将来気候において増加する兆候は

見られていない．

3. 平成 30年 7月豪雨発生時の流入水蒸気量は， 現在

気候ではほとんど最大レベルの流入量で、あった．
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また，将来気候でも珍しく多い範曙であるが，現

在気候と比較するとその頻度は増加する． そのた

め，将来気候において総降雨量が増加することに

対する対策が必要になる．

将来，典型的な梅雨豪雨は将来気候でより頻繁に，

より強力に，そしてこれまで、未経験に地域にも生起し

始める．また平成 30年 7月豪雨のような広域かっ長時

間の豪雨についても，水蒸気量の増加によって総降雨

量は増大する危険性がある．

こうした変化をもたらす地球温暖化に対して後悔し

ない適応をするためにも，気候変動将来予測を軸にし

た適応が必要である．さらに，治水の基礎体力の増強，

自助・共助としての防災力の増強も喫緊の課題である．

上記の対策は多くの時間を要する上に，昨今の豪雨頻

発を受け，じわじわとでも地球温暖化の進行速度の方

が早いように感じられる．後悔しないため，早急かっ

計画的な対応が求められる． 災害からの教訓を蓄積し，

将来予測を隅々まで共有し， どういう優先順位をもっ

て適応していくか，考える時に来ているだろう．そし

て，水工学 ・土木工学・気象学の中で，またこれらの

融合の中で， “研究”として抜けているものはなし、か

を探し，埋めていくことが重要である．
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3.豪雨発生の環境条件のメソ気象解析（竹見）

3.1. はじめに

平成30年7月豪雨では，200名を超える方が犠牲とな

り，平成に入ってからの風水害で、最悪の犠牲者を出した

事象となった．台風7号の通過後，北海道，中部地方，

近畿地方，中国地方，四国地方，九州地方の広域で豪雨

が発生し，各地で甚大な被害が発生した気象庁による

調査 l）によれば，降水の観測史上 1位を更新した地点数

は，最大 1時間降水量では 14地点，最大3時間降水量

では 16地点，最大6時間降水量で、は31地点であるのに

対し，積算時聞が長くなった場合，すなわち最大 24時

間降水量では77地点，最大48時間降水量では 125地点，

最大 72時間降水量では 123地点と格段に多いことがわ

かる．長時間での大雨が全国的に広く発生したことが，

平成30年7月豪雨の特徴であると言える．

今回の豪雨の l年ほど前には，九州｜北部で豪雨が発生

（平成 29年 7月九州北部豪雨）し，九州北部で大きな

災害が生じたこの九州、｜北部豪雨では， 「線状降水帯」

と呼ばれる積乱雲が線状に旭織化したメソ対流系が停滞

し，長時間持続したことで， 6時間以上にも及んで豪雨

が発生したことで、災害に至った．ただし，大雨の発生地

域は九州、｜北部を中心とした限られた範囲で、あった．それ

に対し，平成 30年 7月豪雨では， 日本全国の広域で豪

雨が発生し，他地点、で、長時間の降水の記録が更新されこ

とが特異で、あった．

このような豪雨事象が，どのような気象状況で発生し

たのか，なぜ全国の広い範囲で大雨が発生したのか， と

いった点を明らかにすることは， 豪雨の発生機構を理解

する上で重要なことである．そこで本研究では，客観解

析データを使って，平成 30年 7月豪雨の発生した環境

条件を明らかにすることを目的とする．

3.2. 使用データ

本研究では，降水の観測値として気象庁合成レーダー

のデータを用いた．合成レーダーデータは，全国 20台

の気象庁気象レーダーにより観測された降水制支値であ

り， 10分間隔で取得されるものである。地上雨量観測

での補正はされていないことに注意が必要である．

気象場の解析には， 気象庁メ ソスケーノレモデル

（恥1SM）の客観角卒析データを用し、た.3時間毎の角手析値

により，メソスケールで、の環境条件を把握することに利

用する．路M解析値から，積乱雲の発達を診断する

様々な環境指標について調べた．これらの環境指標の選

10 

定には， UrnnnaandTaki四百（201白戸に従った．

なお，時刻はすべて日；材票準時刻とした

3.3 解析結果

(1) 降水の実態と停滞性降水系

図 3.1に合成レーダーによる全国の 2018年 7月 5日

から7日までの3日間の積算降水量の分布を示す．この

3日間で， 中部地方から九州地方にかけての広域で大雨

が発生していることがわかる．また， 図3.2には，合成

レーダーデータから算出した最大 24時間降水量の分布

を示す．図3.1と同様に，中部地方から九州地方にかけ

て， 豪雨が起こっている様子が見て取れる．

図3.3は，Um.nmand Taki回世ο01白戸による準停滞↑生降

水系の発生地域の分布を示したものである．この図に示

したのは， 2005から 2012年の 8年間の暖候期 （5～10

月）の期間を対象として，合成レーダーデータから停滞

または移動速度の遅い降水系を抽出したものである．図

3.3から，準停滞性降水系の発生頻度が高い地域には，

中部地方内陸部，近畿地方，中園地方，四国地方，九州

地方があることがわかる．これらの地域は，図3.1に示
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ここで， TS:!)は850hPaでの気温， T:mは500hPaでの気温，

T700／ま700hPaでの気温，鴎却は850日aでの露点温度，

問ωは700hPaでの露点温度である．この式からkInd自

は，対流圏下層の気温減率，下層の湿度，中層の乾燥度

を組み合わせた指標であることがわかる．

図 3.4にこれら指標の分布を示す.K Indexから，積

乱雲の発達ポテンシャルが高い地域（数値が 35以上の

場合）が，東シナ海海上から九州｜・四国・中国・近畿・

中部の各地方に集中するように南西から北東に伸びてい

る様子が見て取れる．一方，CAPEについては，南ほど

数値が高くなるというように，緯度方向の変化が顕著で

あり，豪雨域に局在化して数値が高くなるといった傾向 図3.5 気温減率 （上）および、可降水量（下） の時間

は表れない． 平均場

"O・ Jレ
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E・・・’［count]
図3.3 UnumaandTakemi(201耐 の2008～2012年暖候期
の統計による準停滞性降水系の発生頻度

す大雨の発生地域とよく一致しており，平成 30年 7月

豪雨の発生士出或は，停滞性降水系がそもそも発生しやす

い地域であったと言える．言い換えると， 気候学的に見

て停滞性降水系の発生しやすい地域で，平成 30年 7月

豪雨を引き起こした降水系が発達したので、ある．今回の

豪雨事例では， Unumaand Taki回世ο01白）と同様の準停滞

性降水系の抽出はしていないが， 今後は合成レーダーデ

ータから停滞性の降水系を抽出し，その全国分布を把握

することが必要である．

(2) メソスケール環境条件の解析

7月 5日∞：ωから 8日∞：∞までの期間で平均した
MSM解析値による大気場を見ていくことにする．環境

条件の診断には，積乱雲の発達の度合いを示すための指

標を用いる．これらの指標は，Unumaand Taki即日（201臼？
で使用されたものであり，平成 30年 7月豪雨の環境条

件を気候学的な環境条件と比較する上で有用である．

まず，対流の発達ポテン、ンャルを評価する指標として，

KlndexとCAPE(Conv，剖veAvailable Po回tialEnergy）を用し、

た.KindexG問 とは，次式で定義される指標である．
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K Indexにより豪雨域に対応した不安定領域を特定で

きるので， KIndexに関係する気温減率と水蒸気量を次

に調べる．図3.5に，対流圏下層での気温減率と可降水

量を示す．気温減率は，南にいくほど大きくなるという

ように緯度方向の変化が卓越し，豪雨域との対応は認め
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られない．一方，可降水量は，大きな数値が東シナ海か

ら西日本に筋状に伸びている様子がわかる．この高可降

水量の日本列島上での領域が豪雨域とよく対応している．

7月5日∞：∞から 8日∞：∞の聞の可降水量の最大値

の分布を図3.6に示す．最大値の分布も，図3.5の平均

値と同様の分布パターンを示している．その数値は， 70

～80である.Unuma加dTak四 ri(2016a）の統計によれば，
準停滞性降水系の環境の可降水量は， ω程度が最頻値
であり， 70を超えた場合はかなり頻度が少なく， 80を

超えるのは極めて稀であることがわかっている．この統

計に比べると，図3.6で、示される可降水量は，極めて大

きな量であると言える．

このような大量の可降水量は，大気の相対温度が極め

て高いことが要因の一つである．大気下層は常時湿度が

高いため，可降水量の大小は中上層の湿度の高低に依存

するものと考えられる．そこで，中上層の 700hPaから

300 hPaの層で鉛直平均した相対湿度を算出し， その時

間平均場を求めた．図3.7に，この層平均・時間平均の

相対湿度場を示す． 豪雨の発生地域では，平均した相対

湿度が 85%を超えていることがわかる．中上層で平均

した相対湿度がこのように極めて高い数値を示すのは，

ひとつには積乱雲が発生していることで、湿度が高まった

としづ結果として表れるものだと言えるが，一方で、，東

シナ海から伸びる高い水蒸気量の気塊群が豪雨の環境場

を形成していると考えられる．よって，中上層の高湿度

条件は，豪雨発生の必要条件の一つで、あると考えられる．

最後に，停滞性降水系が線状であるかどうかを診断す

る指標であるバルク リチャードソン数を調べた（図

3.8) . Unuma制 Taki側（201耐 ）によると，停滞性降水系

が線状であるか円形状であるかを分ける有意な指標とし

てバルクリチャードソン数を挙げた．彼らの統計角執庁に

よれば，バルクリチャードソン数は，線状の場合に 32.8,

円形状の場合に 47.8で、あった．線状の場合の値は，米

国中西部のスコーノレライン舟のうちパックビノレディング

型の場合の数値と同程度である．

2018/07/05 00:00～2018/07/08 00:00 JST 
(kgm ') 
企

図

ヲむ

曲

51) 

.，。
40 

., 

130・E 140'E ISO・E
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図3.8 バルクリチヤードソン数の時間平均場

3.4 まとめ

本研究では，メソモデル 。1S聞の3時間間隔の解析

値を用いて、大気の不安定度および鉛直シアーに係わる

条件を調べた不安定度の指標である KIndexが，西日

本の豪雨域において非常に不安定な状況を示していた．

CAPEや気温減率からは特別に不安定な状況を見出せな

かったものの， 一方水蒸気量には顕著な特徴が見られた．

可降水量は，平均で 60mm以上・最大で70mm台と大

きな値を示した．中層 （7（ゆ－ 300 hPa）で平均した相対湿

度が高い状況が持続していたまた，適度な鉛直シアー

の相主により，体伏の降水系が発達しやすい状況となっ

ていた．

本研究で、は停滞性降水系の抽出には至っていないため，

今後はその抽出作業を実施する必要がある．抽出された

停滞性降水系の特徴と環境条件とを比較することによっ

て，大都市での暴風リスクをハザード情報として活かす

ことが大切であろう．
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討され，気象庁が報道資料として発表している I）.この いて記述する．

資料では，豪雨の要因として，． 西日本における暖湿流の持続的な合流
・梅雨前線の停滞・強化に伴う持続的な上昇流形成 a) ． 局地的な線状降水帯の形成2)
が指摘されている．豪雨は梅雨前線上を東進した気圧の

谷に伴って豪雨に伴い，上記に指摘されている現象が発

生したことにより生じている．

また，災害の規模が大きくなった要因として，梅雨前

線に伴う降水に加えて，それに先行する台風による先行

雨量が重要であると考えられる．さらに，台風が通過す

ることにより梅雨前線が強化されやすくなった可能性も

4. 台風第7号の影響（榎本）

「平成 30年 7月豪雨」 （以下，西日本豪雨） の要因

については，異常気象分析検討会（著者は部会員）で検

考えられる．

そこで本章では，台風が梅雨前線の強化に果たす役割

について調べる．特に，総観規模（数千 加1）の場に着

目して，豪雨のメカニズムと予測可能性について，全球

現業数値予報モデノレを用いた予報実験を行い，観測や再

解析データと比較しながら検討する．

以下，西日本豪雨の特徴とそれに先行する台風の概要

について述べた後， 予報実験の設定，実駒吉果について おN

示す．最後の節で角平析・実験の結果についてまとめる．

(1) はじめに

西日本豪雨の特攻は，降水が広い範囲に広がり数日間

持続的したことである．図4.laに7月5～7日の 3日間

積算した気象庁合成レーダーに基づく降水量を示す.3 

日積算降水量 200mm超の降水帯が西日本を東西に伸び

ているが，九州｜北部，四国，中国，近畿，中部地方に

400mmを超えるような領域が点在している．降水が一

般的に局地的な豪雨は線状降水帯などメソ（100加1以

下）スケールのメカニズ、ムによりもたらされることが多

いが，本事例ではそれに加えて総観スケールの流れ場が

重要であると考えられる．

気象庁ベスト トラックデータによると，台風第 7号

(Prap主oon，タイの雨の神）は， 6月 29日OOUTCIこ

130.3E, 19.8Nで発生した（図 4.2太実線）．東シナ海を

北上，九州、同西で北東に進路を変え，7月 3日 12UTC

に対馬海峡 （129.伍，34.4N）を通過し，日本海を北東進

した後，7月 4日 06目 Cに松前半島付近 （134.8E,

39.創）で消滅した．従って，西日本豪雨発生時には既

に消滅しているが，直前に接近していた

台風の進路予想、は， 6月 29日12UTCからの予報では

朝鮮半島上陸だったものが 30日12UTCからの予報では

日本海通過に更新されている．進路が異なる予報を比較

-14 -

し，台風が果たす役割について検討する．

ρ）データと実験設定
ここでは，解析に用いたデータと予報実験の設定につ
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図4.1 2018年7月5～7日の3日間積算降

水量mm.ゆ気象庁全国合成レーダー，初

期時刻2018年6月b)28日，。29日12目 C

からの予報実験



a）データ

降水量データには気象庁全国合成レーダー，台風のデ

ータは気象庁ベストトラック，大気大循環場のデータに

は気象庁 55年再解析（JRA-55）訟を用いた．全国合成

レーダーは各日 00:10から 10分間値を翌日の∞．∞まで

の値を平均し，日平均値としたベストトラックは予報

実験の出力に合わせて 6時間毎の値に間引し、た.JRA・55

は等圧面6時間毎の値と各日 00,06, 12, 18 U1℃の4つの

時刻を平均して作成した日平均データを用いた．

b）実験設定

予報実験に用いた大気大循環モデ、ルは，欧州中期予報

センター（Eα刊TF,Europ:粗 C田町伽 Medi山岳Range

Weathぽ Fo臨渇sts）の現業数値予報モデソレ IFS(fu1時凶d

Fo臨淵Sy蜘 n)からデータ同化システムを取り除き，コ

ミュニティ版としたO問tlFSのパージョン匂倫lv2で、

2013年 11月から 2015年 5月まで現業で用いられていた

ものに対応する．解像度は T工10♀31凪（水平切断波数

l但3，鉛直ω層）でフk平解像度は約 20kmである．台
風や豪雨の予測可能性について調べるため，初期時刻を

6月28日12U1℃から7月3日12U1℃まで， 12時間毎の

初期値から 7月 8日12UTCまで時間積分した．初期値

は Eα,1Wfから現業解析を入手した．波浪モデ、ルを結

合した実験も行ったが，台風進路に大きな影響は認めら

れなかったので，今回は波浪なしの結果について示す．

(3）結果

本節では，西日本豪雨や台風の再現性lこついて予報実

験の結果を示す．豪雨のメカニズムや予測可能性につい

て検討するため，暖湿流の流入や鉛直流の強制について

予報値を角勃庁値と比較する．特に豪雨と台風進路の予想、

ができなかった6月29日12U1℃からの予報と予想でき

た30日12UTCからの予報とを比較する．

a）積算降水量

図4.lb,Cに 6月 29日12U1℃からの予報と 30日12

UTCからの予報における 7月 5～7日の 3日間積算降水

量を示す．

6月 29日12UTCからの予報（図 4.lb）では，降水帯

は朝鮮半島から日本海を東西に伸びており，九州、｜北部，

山陰， 四国南東部，紀伊半島南西部，中部地方に局所的

に降水量が大きい地域が見られるものの，西日本のほと

んどの地域で、は降水量は 100mm以下である．これに対

し， 6月 30日12UTCからの予報 （図4.lc）では，レー

ダー観測ほど多くはないが，降水帯は日本列島に沿って

形成され，西日本で、顕著に降水量が増加している．九州、｜

北部，四国南東部，紀伊半島南西部，中部地方太平洋岸

に 600mmを超える豪雨が予想されている．レーダーに

は紀伊半島南西部の極大は見られず，西日本全体の降水

量は過少に予想されているものの， 前日からの予測と比

較して，レーダー観測に近づいている．紀伊半島南西部

の極大は 7月3日12UTCからの予報では顕著に弱くな

るが，西日本全体の降水の過少傾向は7月 1,2日を初期

時刻とした予報にも見られる．

b）台風の進路

図 4.2に台風の予想進路を示す．初期時刻 6月 28日

12U1℃からの予報では台風は華南に上陸し，消滅して

いる.29日OOUTCと12U1℃， 30日oouτ℃からの予報
では，朝鮮半島北部に上陸している．いずれもベス トト

ラックと比べて，経路は西ないし北西にずれている．

初期時刻6月30日12U1℃からの予報では， 朝鮮半島南

部に上陸し， 2～3度程度北西バイアスが残るものの，

台風は日本海を北東進し観測の消滅位置に近い北東北の

西岸で消滅している．以降の初期時刻では，対馬海峡を

通過するベスト トラックにほぼ沿ったもの進路が予想さ

れている．

図 4.2の円の大きさから分かるように，進路が西また

は北にずれた予想においては，台風が十分に発達してい

なかった．
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図 4.2 2018年台風第 7号の進路．太実線は

ベストトラック，その他は初期時刻を2018年

6月28日12UTCから 7月3日12UTCまで 12

時間間隔にして行った予報実験から作成．円

が大きいほど中心気圧が低いことを示す．
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進路の誤差の要因を調べるため，転向前の最盛期，7

月 2日12U1℃において渦の構造を比較する．ベス トト

ラックによると，台風は 128.lE,29.分Jにあり， 中心示度

965 hPaに達していた． 区:MWF解析値では， 中心は

127.5, 29.5E, 972.4 hPaであった．初期時刻 6月 29日

12UTCからの3日間予報では， 124.8E,322Nと西北西に

433.8kmの誤差があり， 986.1hPaと解析値よりも約

14hPa弱い． 初期時刻6月 30日12UTCからの2日間予

報では， 126.3E,31.lNで西北西に 245.8kmの誤差がある

が， 973.6hPaとほぼ角勃庁値の強度を予想している．

図 4.3に軸対称渦度の断面図を示す．正の渦度は反時

計回りで，値が大きいほど渦が強し、ことを表す． 台風の

渦は最大接線風速半径の中心から約 100kmまでのとこ

ろに集中している．中心から 100kmまで一様な渦度

6 :iiヰ ］！(li-~i.－且の ランキン渦で近似すると， 中心から

100kmにおいて風速は 30四「Eに達す る．渦度

6：－中：！OJ・4ι4の等値線は，6月 29日 12UTCからの予報

（図 4.3心では 700hPa以下に留まるのに対し， 6月 30

日 12U1℃からの予報（図 4.3b）では解析値 （図 43.c)

同様に対流圏上部 250回a付近に到達している．渦が上

空まで発達すると，偏西風の影響を受ける．そのため，

渦が弱い6月29日12Uτ℃からの予報では，東に転向せ

ず北進を続けたと考えられる．
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c）暖湿流

図4.4に台風が日本海に観測された7月4日12UTCに

おける 児5hPa面における相当温位を示す．相当温イ立は

値が大きいほど暖かくて湿っていることを表す．再解析

でも，予報でも華南に 370Kを超える高い相当温位の領

域が広がっているが，日本付近への張り出し方が異なっ

ている．再角卒析や6月30日12U1℃からの予報（図4.4a,

c）では高相当温位の空気が日本列島に沿って流入し，

台風に伴う南西風によって東側lから中心部に取り込まれ
ている．台風が日本海にあることにより，太平洋高気圧

との間の気圧傾度が高くなり，南西風が強化されている

ことが分かる．大陸からの高相当温位の空気の流入はこ

の南西風によるものと考えられる． これに対し， 6月 29

日 12Uτ℃からの予報では，台風は朝鮮半島北部に上陸

後衰弱したため，気圧傾度は日本列島よりも北西で強化

され，大陸からの高相当温位の空気は日本海に向けて、流

入している．
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d）前線形成

図4.4a,Cの高度場の等値線を西日本域に着目してみる

と，南西から北東に進むに連れて間隔が狭まり気圧傾度

が増すことを示している．このような場は合流場で前線

が強化され，上昇流が誘導されることを示唆している．
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図4.3 2018年7月2日12UTCにおける

軸対称渦度（訴時＂＂，＆＇・ll）の水平鉛直断面

図.a) 6月29日，b)30日12UTCからの予

報実験と c)ECMWF角卒析イ底 縦軸は気圧

hPa，横軸は中心からのE回世加1
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図 4.4 却18年 7月 4日 12UTCにおける

925hPa相当温位.a) JRA-55再解析，b)6月

29日，c)30日12U1℃からの予報実験
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(4）まとめ

総観規模場に着目して，台風第7号の西日本豪雨に対

する影響について調べるため，現業数値予報モデルを用

いて異なる初期時刻からの予報実験を行った.2018年 6

月29日12UTCからの予報では，台風は十分に発達せず，

朝鮮半島北部に上陸して弱まり，西日本豪雨は発生しな

かった.6月 30日12Uτ℃からの予報では，台風は文ナ流

圏上部まで発達し，ベストトラックに準じた日本海を北

東進する進路をとり，量や極大の位置には必ずしも一致

しないが，西日本でまとまった降水が予想された．予報

実験と再角件斤を分析した結果，台風は日本海において太

平洋高気圧との聞の気圧傾度を高め，西日本で合流場を

形成したため， 前線が強化され上昇流を誘導していたこ

とが示唆された．

これら二つの初期時刻からの予報実験は，通常 「外れ

た」予報と「当たった」予報で予報期間が短くなるにつ

いて当たるようになるのは当然と考えられる．しかし，

6月 30日12UTCにおける差はごくわずかであり，どち

らも実現し得たとも考えられる．すなわち，台風が朝鮮

半島に上陸し日本海を進まず，西日本豪雨は発生してい

なかった可能性もありうる．一方6月 29日12UTCから

の予報においては，もし台風がより強けれは豪雨が生じ

るという可能性を想定しなければならない．全球大気大

循環モデ、ルで、の熱帯低気圧は水平解像度の不足などが原

因で実際よりも弱く予想されることが少なくない．予報

官が必要と判断したときに， f品位逆転法を用いて初期場

を改変したシナリオ予測を行うことは，想定の幅を広げ

リードタイムを十分にとるために有意義であると考える．

謝辞． 気象庁全国合成レーダー雨量は京都大学生存圏研

究所グローパノレ大気観測データのアーカイブから取得し

た．利用したデータセッ トは気象庁による JRA-55長期

再角勃庁フ。ロジェク トにより提供されたものである．本研

究は JSPS科研費 J回6282111の助成を受けた.Eα何IF

解析値はrn叩nCarver氏提供．
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5. 総観場の予測可能性（吉田）

(1）はじめに

平成 30年 7月豪雨は豪雨発生前の 7月 5日14時に

「西日本と東日本における8日頃にかけての大雨につい

て」としづ気象庁の報道発表 I）があり、実際の雨も 8日

まで持続した。本章では、気象庁週間アンサンブ、ル予報

データを用いて、この豪雨の始まりと持続に関する総観

場の予測を左右した要因について角軒斤した。

(2）データ

使用したデータは京都大学生存圏研究所にアーカイブ

されている気象庁週間アンサンブツレ予報 GPVデータで

ある．出力の時空間解像度は日本付近が水平解像度

1.25° で 6時間毎，全球データが 2.5° で 12時間毎，初
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50K・0

期値は OOUTC,12U1℃で 27のアンサンプルメンバーが 45K 

あり、予報時間は 11日間である。予報精度評価のため，

気象庁長期再解析データ JRA-552）を比較データとして用 40K 

いた．
35K 

(2）解析手法

本解析では、梅雨前線の形成に重要な対流圏中層ジェ 30K 

ツトと対流圏下層の水蒸気流入の位置を解析対象とした

玲．ここで、は中層ジェットの指標として 500hPa面の西風、

下層の水蒸気流入の指標として 925hPa面の北向き水蒸

気フラックスを用いた。水蒸気フラックスに関しては、

各緯度における東西極大位置を指標として，降水帯位置

の予測可能性を角平析した．

(3）結果

J酷町四掛，胴臨A四（岡田町ULW1B一間四回目。18)

崎N十一一二：.＂.. -( 
・、‘・』 ．

図5.1 JRA-55での7月 6日OOUTCから 8

日OOUTCで平均した 500hPa温度移流（陰

影）と 925hPa水平水蒸気フラックス （矢

印）．
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図 5.2 アンサンブル予報での 5側1Pa西風

のアンサンブツレ平均（黒線） とアンサンプ

ルスプレッド（陰影）と JRA・55での 5n均

等値線 （紫線）． （上）6月 29日 12凹℃

初期値， （下） 7月1日OOUTC初期値．

図 5.1は JRA-55による豪雨期間中で平均した 5倒曲

面での温度移流と 92到Pa面の水蒸気フラックスである。

西日本には力学的に上昇流を強制する暖気移流とそこに

南から流れ込む水蒸気フラックスが形成され、 典型的な

梅雨前線降水帯であった。そこでまず、上層の温度移流

をもたらす西風、ジェッ トの予測可能性について調査した。

図5.2は東経 130度から140度で平均した500日a西風の
絢吏．時間断面（7月 1r=3 OOUTC～9日18UTC）である0

6月29日12U1C初期値からのアンサンブル予測（図5.2

上）では、 アンサンブノレ平均で豪雨期間を通して、JRA-

55の角勃庁値より北よりにジェットが予測され、北緯 40

度以北でアンサンブ〉レスプレッドが大きくなっていた。

これはこの時点での西風予測の不確定性が大きかったこ

とを示す。しかし、 1日半後の7月 1日OOUTC初期値

のアンサンブノレ予測では、 7月4日から5日にかけての

ジェッ トの南下が予測できており、アンサンブルスプレ

ッドの大きい領域もジェッ トの北端のみに限定されてい



た。これから豪雨発生期の西風ジェットは 7月 1日

OOUTCの時点で予測可能で、あることがわかる。しかし

ながら、豪雨が終わった8日頃のジェットは北にシフト

した解析イ直と違って同じ緯度に持続し、アンサンブルス

プレッドも大きい。この傾向は 7月 3日12UTC初期値

になると角卒析値で6日頃から北緯45度から 50度に現れ

るもう一つのジェットとその後のジェットの北偏が予測

されてくる。以上の結果は、豪雨の終息時期については

7月4日OOUT℃まで、予測が難しかったことを示している。

次に、下層の水蒸気フラックスの予測可能性について

述べる。図5.4は豪雨発生時の7月5日OOUTCにおける

925hPa水蒸気フラックスの各緯度における最大位置をア

ンサンブツレメンバー毎に抽出した頻度分布である。6月

30日12U1℃初期値ではすべてのメンバーが東シナ海へ

の水蒸気流入を予測しており、西日本への流入は予測で

きていなかったO 西日本への流入は 7月 1日12U1℃で

初めてアンサンブル予測に現れた。

この水蒸気フラックス予測の東西変動には台風7号が

関わっていた。図5.5は7月1日12UTCの海面気圧であ
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且 z ・・
図5.3 図 5.2と同じただし（上） 7月 3

日12l月℃初期値， （下） 4日OOUTC初期

値．
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る。6月 30日12UTC初期値の予測では、この時点の台

風7号は西よりに予測され、 7月 1日OOUTCの初期値に

解析された中，C,vf立置と気圧を予測しているメンバーはい

なかった。さらに北緯27度から 33度で平均した925hPa
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図5.4 7月5日OOUTCでの見知Pa水蒸気

フラックス東西最大軸頻度分布 （陰影）と

JRAあ 角卒析値 （黒線）． （上） 6月 30日

12UTC初期値， （下） 7月 1日12Uτ℃初期

値．



面の北向き水蒸気フラックスの経度ー時間断面を解析す

ると、 6月 30日12UTC初期値では、豪雨期間中、水蒸

気フラックスの中心は東シナ海に当たる東経 125度付近

に予測されていた（図 5后） 。つまり、台風の北上に伴

って西日本に流れ込む水蒸気フラックスが予測できてい

なかった。7月 1日12Uτ℃初期になると、130度以東の

西日本に流れ込む予報に変化した。しかし5日以降のア

ンサンブ、ルスプレッドは東シナ海上で大きく、この時点

で、の豪雨の持続性についての予測は難しいことがわかる。

この西側に水蒸気フラックスが流れ込む予測バイアスは

豪雨の終息期まで続いた。図5.6は7月2日12Uτ℃と 3

日 12UTCを初期値とした水蒸気フラックス予測である。

2日12UTC初期値では5日以降、 東シナ海にも水蒸気が

流れ込む予測があり、スブ9レッドも大きくなっている。

3日12UTC初期値になって初めて 8日頃まで西日本に水

蒸気が流れ込み続ける予報の確実性が高まっていた。
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図 5.5 7月 1日 12UTCの海面気圧．

（上） 1日12凹 C初期値（黒線） , 6月 30

日 12UTC初期値との差（陰影）， （下）

北樟 25度の 6月 30日12日 C初期値（黒

線）と 7月1日12U1℃初期値 （赤線）の各

メンバー．
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この終息期の水蒸気フラックス予測には西風ジェッ ト

ユーラシア大陸上から伝搬してくる トラフリ ッジが重要

で、あった。図5.7は豪雨終息期の予測ができた 7月 3日

OOUTC初期値とできなかった 2日 12UTC初期値の

300hPa面ジオポテンシャル高度の差の時間変化で、ある。

初期時刻 7月 3日OOUTCの予測では初期値の時点で東

経何度、北緯43度付近にリッジが現れ、増幅しながら

8日OOUTCには朝鮮半島の北側に位置している。この上

空のリッジが東シナ海地表付近に高気圧偏差を形成し、

水蒸気の西傾を抑制していた。

(4) まとめ

本章では、平成 30年 7月豪雨をもたらした総観場の

予測可能性について、 気象庁週間アンサンブル予報デー

タを用いて角特庁した。豪雨の初期では、対流圏中層ジェ

ット、対流圏下層水蒸気フラックスともに7月1日頃に

は予測の確実性が高かった。しかしこの時点での、豪雨
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図5.6 ;jb樟27～33度で平均した925hPa面

北向き水蒸気フラックスの時系列．アンサ

ンブル平均 （黒線）， アンサンブルスフ。レ

ッド（陰影）, JRA-55解析値で 0.1の等値

線（紫線）． （上） 6月 30日12UTC初期

値， （下）7月1日12凹 C初期低



の持続と終息時期については、バイアスと不確実性が大

きく、中層ジェットが7月4日、水蒸気フラックスは7

月3日まで予測精度が低かった。特に水蒸気フラックス

については、台風7号の発達とユーラシア大陸上からの

リッジの伝搬が関係しており、予測を難しく していた。

今回の解析により、予測可能性を左右する要因が複数見

つかったが、これをどのように今後の予測精度の向上に

結U河寸けるかが今後の課題である。また、高雄見揚が数日

前から予測可能で、あっても、実際の災害につながるメソ

スケールの降水帯予測はより予測可能な時間スケールが

短い。市雄見場予測とメソスケール予測、実際の避難まで

をどのようにつなげるかが防災上重要となってくる。
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図 5.7 北緯 27度から 33度で平均した

925hPa北向き水蒸気フラックスの時系列．

アンサンブ、ル平均（黒線），アンサンブ、ル

スプレッ ド（陰影） , JRA-55解析値（紫

線） ． （上） 7月 2日 12UTC初期値，

（下）7月3日oouτ℃初期値．
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6.西日本全体を対象とした降雨流出解析（佐山）

(1) はじめに

平成30年7月豪雨 （西日本豪雨）では，7月4日から

8日にかけて停滞した梅雨前線が，長時間に渡って広域

に豪雨をもたらし，西日本各地でフk・土砂災害が発生し
た．高梁川水系の小田川で、2カ所の堤防が決壊したほか，

愛媛県肱川を含む多数の河川で、浸水被害が発生した．ま

た都道府県管理の河川でも計 35箇所で堤防が決壊する

など，多くの河川災害が発生した I)_

今次の洪水災害の特徴は，被害が西日本全体で広域に

わたること，また長時間の豪雨によって大河川の流量が

増大しているうえに7月7日の集中豪雨によって多くの

中小河JI［で、浸水被害が発生したことなどが挙げられる．

現行の洪水予測や既往の流出解析は流域単位を夫橡にす

ることが一般的であるが，西日本豪雨による降雨流出特

性を把握するためには，特定の流域に限定せず，西日本

全体を統一的な枠組みで角科庁し， ｛府轍的に議論すること

が重要である．特に，今回のような広域・長時間にわた

る豪雨によって， どのような規模や相ノ敷を有する河JI［流

域において災害が発生する傾向にあるかを，百減水文学

の観点から明らかにすることは， 災害事象の理解と今後

の洪水対策を検討するうえで意義があると考える．

このような背景のもと，本報では筆者らが開発を進め

てきた分布型の降雨流出氾濫モデ、ル侭阻モデル？を西日

本全体に適用し， ダム流入量で R即 モデ、ルの再現性を

検証するとともに，府県別に流域スケールと比流量との

関係、を計算して，今回の洪水の特性を明らかにする．

(2）解析条件

近畿 ・中国 ・四国 ・九州地方を含む西日本全体を対象

に，日本域表面流向マップ3）を活用してR阻モデルを適

用する．同マップデ、ータは国土地理院の数値標高情報を

もとに河道や水域の位置情報を反映して日本全体で表面

流向を定めたデータである．空間解像度 l蹴 でデータ

を整備しているが，本解析では 5秒（約 128m×154叫に

低解像度化してR即モデノレを適用する．

モデ、ルに入力する降雨情報は， Cバンドレーダと Xバ

ンドレーダを合成したα合成雨量（以下，双A別）と，
レーダ雨量と地上雨量を合成した気象庁の解析雨量を用

いる．解析計算期間は2018年7月5日0時から7月9日

O時までとする.R即モデルは，パラメータの設定によ

り鉛直浸透流や地下水流など様々な水文過程を表現でき

る．しかし，現状では， 日本全国を対象としたモデルの

パラメータ同定法が明らかでないため，本研究で、はパラ

メータのチューニングは行わず，対象領域一様を仮定し

22 

c) 

図－－6.1 2018年7月5日0時から7月9日0時までの積算

雨量分布：a) XRAIN （α合成）、b）解析雨量、c) 両者
の差分（XRAIN -開庁雨量）

て設定した．パラメータの選択にあたっては，計算流量

を過小評イ面しないように留意して， 土層厚をlmに設定

し，土層中の飽和側方流と地表面流が主な流出起源とな

るようにモデル構造とパラメータセットを選択した．

(3）結果と考察

a）流出計算結果の検証

図-6.1に本角特庁で入力した降雨（XRAINと解析雨量）の

積算降水量を示す．両者の分布から，特に高知県などで

降水量が多くなっていることが分かる． 図-6.1c）は両者
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図-6.2α合成雨量（赤）、解析雨量（緑）を入力した場合の計算ダム流入量と観測量の比較

の差分（XRAIAf←解析雨量）の空間分布を示しており，

特に四国や九州、｜など一部の領域でXRAINが解析雨量に比

べて過小言刊｜面傾向がみられる．

両者の時空間分布を R即モデルに入力し，中小河川

を含めた西日本全体の河川流量を推定した．図6.2.は，

水文水質デ、ータベースに登録されている国土交通省もし

くは水資源機構が管理するダム流入量と当該地点の計算

流量を比較した結果を示している．紙面の都合上，ここ

では中園地方の結果のみを示す．ハイドログラフの赤線

はα合成雨量を入力した場合， 側泉はレー夕、、鮒庁雨量
を入力した場合の流出計算結果である．同色で示した図

中の数字はハイドログラフの再現性を表す Nash指標で

ある．背景地図はピーク比流量 （ピーク流量を当該集水

面で除して基準化した流量）を示し，色の凡例は図--6.3

を参照のこと．この結果から，中園地方内で相対的にピ

ーク比流量の小さい島根県や鳥取県西部（志津見ダム，

尾原ダム，菅沢ダム）においてモデ、ルが過大評価傾向を

示している．上述のように， ピーク流量を過小評価しな

いようにパラメータ設定にしているため，特に流量の小

さい領域で降雨を流域が貯留する効果を十分に表現でき

ていないため，モデ、ルが過大評価となる 今回の角軌庁で

は，このほか近畿地方南部でも同様の傾向が見られた

一方， それ以外の場所では概ねNash指標が0.8程度と良

好な再現性を得た（灰塚ダムの誤差原因は現在確認中） ．

本モデ、ルを用いて計算した西日本全体のピーク比流量

分布を図--6.3に示す．この推定吉情果によれば，今回の災

害で被害の大きかった岡山県や愛媛県で、は必ずしも比流

量が顕著に大きいことはなく， 高知県や福岡県などでそ

の値が大きくなっている．すなわち，西日本全体を情服

してみた際には，ピーク比流量の大きさと河川災害の発

生傾向とは直接関係しておらず，河）｜｜の流下能力の違い

や劉荷水準等に強く影響される事が改めて示唆された．

ただし，例えば図-u.3の京都府に着目した場合，今回

被害を受けた由良川支川や宍粟市の高里刊｜｜で周囲に比べ

てピーク比流量が相対的に大きくなっていることが分か

る．

b）府県別・流域面積別の平均比流量時系列

雨の降り方と河川｜流量の変化を術轍的に把握するため

に，以下では集水面積に応じて小・中・大河川に河道区

分を分類したうえで，府県毎に平均比流量を計算した

本研究では便宜上，小河川の流域面積を 10～100回i2,

中河川を 100～500km2，大河川を500～1,000加子と定めた．

図--6.4の結果は以下のようにまとめられる．

1）近畿地方の大阪，奈良，和歌山は 7月6日に比流量

が最大に達するのに対し，西日本の多くの府県では7月

7日の午前中にピーク比流量が集中する．
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図-6.4府県別・集水面積別の平均比流量時系列

2）京都は7月6日から 7日にかけて特に小・中河川で

ピーク比流量が約 5II町内 を超えるような状態が継続し

ており，大河川も比流量の高い状態が約二日間訓搬する．

3）今回甚大な被害が発生した岡山，広島，愛媛は小 ・

中・大河川ともに概ね同じようなタイミングでピーク比

流量が増加しており， 8～10m内に達している．
4）推定ピーク比流量が最も大きかったのは， 福岡と高

知の中河川であり，約13IIlll/hに達している．
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図--6.6推定ピーク比流量から逆算した地域係数C

図-6.5b）は由良川とその支川である琴原川との比流量

を示す．今回の水害で、は由良川本川は大規模な氾濫被害

にならなかったものの，蓑原川など由良川支J11からの流

出で本川沿いの集落が浸水被害を受けている． 琴原川の

推定比流量は，7月7日O時頃にピークを迎え，最大比

流量は約 18rm叫1と推定される．図-6.5b）の結果は，日

吉ダムにおいても比流量が約 18rm叫1程度まで、上昇し，

7月5日のうちにピークに達しており、7月7日には流

出の増大は見られない．

c) クリーガ係数を用いた比流量の比較

比流量は流域面積が大きくなると相対的に小さくなる

傾向にある． その影響を可能な限り排除して流域聞や上

下流間の流量を比較するため，クリーガ曲線 （式（1））舟

を参考に，各河道断面の推定ピーク比流量q(m3/1耐のと

その集水面積A(krめから， 地域係数Cを逆算した．
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図--6.5小田川、樹｜｜、 由良川の推定比流量

図-6.5a）は倉敷市真備町に洪水被害をもたらした小田

川の比流量であり，小田J11（東三成地点）で約 10rm叫l,

小田川の支川である末政川で約 8nn叫1となっている．

この比流量は，今回の岡山県における小 ・中河川の比流

量に比べて極端に大きな値ではなく，同県の平均に近い

値といえる.7月 7日午前の時点で、は小田川が流入する

高梁川下流部でも比流量が約 lOmmh程度まで、上昇して

おり， 下流本川の水位が上昇していて流入を抑制してい

たとし、う報告などと整合的である．
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図-6.6にCの空間分布を示す．クリーガ曲線は，本来

地域毎に Cの値を定めて最大比流量を(1）式で推定する．

一方，本解析では，最大比流量と流域面積の関係を同式

から参照することと し， Cの空間分布を可視化した．図

中には， Cの値が 21を超えるような流域で河川｜名を示

している．ピーク比流量を直接示した図-6.3に比べると，

今回の洪水で、河川災害が発生した箇所により近くはなっ

ているものの，Cの値と災害の発生場所とは完全に対応

していない．降雨情報から災害が発生し得る河川を推定

するとしづ当初目標を達成するためには，河道流下能力

や水文特性の地域性を的確に反映する必要がある．
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(4). おわりに

本研究では，西日本豪雨時の河川流量を広域一体的に

推定するための分布型モデ、ルを構築したパラメータは

流域一様で単純化して設定したものの，特に流出量の多

い流域では概ね良好な再現性を確認した．構築したモデ

ルを使って，ピーク比流量等の空間分布を可視化すると

ともに，集水面積に応じて河道区分を小・中・大河川に

別けて，府県毎に比流量の時間変化を分析した．その結

果，例えば京都府では， 7月5日午後から 7日午前にか

けて流量の高い状態が続いていたことが分かった． 一方，

岡山県や広島県では， 7n未明から午前中にかけて流量

が急増していた同地域では小，中，大河川が概ね同じ

タイミングで増加しており，その平均比流量は約 8

mm;hにまで達した．

本角軌庁は，西日本豪雨を対象に，降雨の分布情報から

西日本全体を術轍して河川災害の発生し得る河川を特定

し得るか，という視点から取り組んだ．今回，はじめて

中小河川を含めた広域かっ詳細なモデ、リングが実現した

ものの，河道流下能力や水文特性の地域特性を的確に把

握して，モデルに反映することが，上記の目標を達成す

るうえで重要である．
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7.木製可動型水流減勢工の効果に関する

基礎的実験（平石）

1緒言

昨年の 12月22日にインドネ、ンア国ジャワ島西部を襲

った津波は沖合のクラカトワ火山噴火を起因とする海底

地すべりによって生じたと考えられており、450名以上

の人命と多くの沿岸家屋をなくしている。また、わが国

では、 2011年 3月 11日の東日本大震災において北海道

から関東地方の太平洋岸において広範囲に津波が来襲し、

18000名を超える多くの人命が津波によって失われた。

このような津波の来襲に対してはハードウエアとソフト

ウエアを組み合わせた様々な対策が提案されており、そ

のなかでも早期警報システムとして一部が実施されてい

るものもある。また、沖合防波堤も多大なコス トが必要

であるが、津波のエネルギー減殺と到達時間の遅延効果

に有効であることが判明している。

ただし、早期警報システムは初期のコス トだけでなく

メンテナンスにも費用が必要で、あり、長期的な費用負担

の仕姐みが重要である。大型の防波堤は莫大な建設コス

トを要し、建設期間も数十年単位になってしまう。そこ

で、安価で、短期間で設置でき、完壁ではないものの津波

のエネルギーを減殺で、きる簡単な木製の可動型津波減勢

工を提案した。材料は、四p（繊維強化型プラスチッ

ク）などの高価な資材が使えない東南アジア諸国でも活

用できるように木製とした。また、平時は海岸の地表面

に倒伏しており、津波来襲時や洪水時のみに立ち上がっ

て減勢効果を発揮することにより、 景観や海岸の利用に

も支障を及ぼさない可動型構造とした。この防波堤は、

津波で、生じる水流に対して自動的に立ち上がるので、写

真 7.1に示す 2018年西日本豪雨災害の洪水流に対して

も有効であると考える。

本研究で対象とした可動型の木製防潮堤は陸上設置式

であるため、津波が遡上して陸上域に流れが来ると可動

型防潮堤の先端部に浮力が作用し、躯体が起立する仕組

みである。洪水による氾濫水は津波と同様の水流圧力

写真一7.1 西日本豪雨による被災例 （広島県呉市）

となり躯体を起立させることができる。

2実験の内容

( 1）実験模型

図－7.1に木製可動型津波減勢工のイメージを示す。

一つのユニットは、 3枚の木製パネノレと 2本の支持杭か

らなっている。3枚のパネルは1枚ずつ紐で、連結されて

おり、またピアノ線で支持杭に軽く結ぼれていて、上下

の運動が可能である。実験では、初期の形状として3枚

をたたんで陸上部へ設置し、沖合より津波（洪水流）を

作用させた。

詞験的な実験の結果、 2番目のパネルをパネル間にク

サビを入れて少し浮かして設置することにより、初期浮

力を与えることができ、スムーズに起立させることが可

能になることが判明した。

(2) 実験条件

実験は、宇治川オープンラボラトリーの津波再現装置を

用いて行った。 図－7.2に示すように津波を孤立波で模

擬し、波高を 15、25、35cmと変化させて作用させ、構

造物（減勢工）の沖合と岸側で波高を測定し、 波高の変

化を測った。さらに比較のために、可動型減勢工 （写真

7.2）と立ち上がった状態で、固定した場合（写真 7.3) 

および水路を板で、仕切り完全に遮蔽した場合（防波堤）

との比較も行った。そして、 羽藤勢工による減勢率は、＊

図－7.1 木製可勤型津波減勢工のイメージ
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槽斜面による波高低減も考慮して、沖側と岸側での測定

波高の差から求めた。なお、初期の水面が陸上部で、も 5

cmあるのは可動型減勢工の取り付け架台が5cmの厚みを

有しているためである。

3 実験結果

まず、目視とビ、デ、オ撮影を行って、可動型木製減勢工

が津波や洪水流来襲時に確実に起立するかを確認した。

確認の結果、波高 15、25、35cmのすべてのケースにお

いて可動型木製減勢工は流れが作用することによって立

ち上がり、 防潮壁体として機能することを確認した。以

下に防潮壁体の水位低減効率に対する計算式を示すn.

一一

調嶋崎層明調再

偶蹄畠こよ剖嗣舷下）

伸骨髄商）一種世マウンド4こよる世揃肝）

悌輔麟）一（基櫨マウンドはる簡櫨肝）一慣間耐

情縄師｝ー（基船ウン守仁よる嗣肝｝

写真一 7.2 可動型減勢工

写真一7.3 固定した場合

wave 

－一一一’

図 7.2 実験の模式図
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図－7.3に実験の結果を示す。図では左から 3組の波

高減衰率の結果を示し、それぞれ波高 15cm、25cmおよ

び35cmの場合に梱当する。

図に示すように減勢辛は、 波高が小さく越流現象が見

られない時は、可動型減勢工の効果は大きく、稼働させ

た場合でも、 60%あった。波高が大きくなると、 減勢工

を乗り越える水量が多くなるため減勢率は小さくなる。

同じ波高においては、隙間のない防波堤、固定式、 可動

型の順に減勢率は大きい。

実験では、木製ボードを支えるピア （杭） の設計も重

要な要素である。本実験ではピアに波圧計を設置してお

り、今後、作用波圧の特性についても検討していくつも

りである。また、門式やし、かだ式など新しい構造の減勢

工についても検討し、現地の植生や地形条件に応じた製

作が可能となるように提案をしていくべきである。

防漉標津波低擁般車

1D，覧
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図－7.3 各種討幕造物の津波減勢効率

（青：可動型減勢工、権：固定式、黄色：防波堤）

4 まとめと課題

本実験報告では、新しく開発した木製可動型津波減勢

工の効果を検討した。その結果、防波堤は津波来襲時に

折りたたまれた状態から浮力によって立ち上がり、最大

で60%の波高減勢効果を有することが判明した。

また、実験結果の章で述べたように門型ゃいかだ型な

どの異なるタイプの可勤型減勢工についても検討してお

り、図 7.4に門型のイメージ図を示す。これは水流に

より開いていた木製門が閉まるもので、最初の水流は通

過するが持続的に止水機能が発揮できることが鞘教であ

る。図一7.5にし、かだ型の可動均戒勢工を示す。これは、

小型船着き場の開口部等に設置しておき9齢、流れに対し
て抵抗するもので、材料は竹である。

図ー7.6および図・7.7に門型およびし、かだ型減勢工の減勢

効果を示す。最初に示した可動型を “防波扉”と名付け

ると、 門型およびいかだ型は減勢効果に関しては防波扉

に比べると小さくなる。ただし、それぞれが、後続の流



れを遮蔽できる（門型）、材料が竹材で最も安価で衝突

しても危険性が小さい（し、かだ型）としづ長所を有して

おり、外力の条件や使用する地形条件で、より適切な形

態を選ぶことによって効果的な水流抑制が可能となる。
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8. 総括と将来への提言（中北）
将来，典型的な梅雨豪雨は将来気候でより頻繁に，

より強力に，そしてこれまで未経験に地域にも生起し

始める．また平成 30年 7月豪雨のような広域かっ長時

平成 30年 7月豪雨の物／教を大枠でまとめると以下と 聞の豪雨についても，水蒸気量の増加によって総降雨

なる． 量は増大する危険性がある．災害をもたらすトンカチ

1. 梅雨豪雨としては珍しく背の低い雲により，長期

聞に広い範囲でたくさんの総雨量がもたらされた．

2. 満身創療になっていた多くの山腹斜面・河川流

域 ・夕、、ム貯水池で，再び押し寄せたそう強くない

豪雨の一波二波が，トンカチのごとく土砂崩壊，

洪水，タ守ムの小貯水池からの緊急、放流をもたらし

た．

3. そのため，情報伝達，避難に関しても多くの視点

をもたらした．

また，地球温暖化による将来変化との関係を以下に

まとめる．

1. 典型的な線状降水帯型の梅雨豪雨の頻度は将来増

加する． これまで梅雨豪雨が発生していなかった

地域でも生起する．そして，同じ強雨の継続時間

内でも，その時間内での強雨総雨量は増大する．

2. 一方，平成30年7月豪雨のように停滞する大気パ

ターンは，将来増加する兆候は見られていない．

3. 平成 30年 7月豪雨発生時の流入水蒸気量は，現在

気候ではほとんど最大レベルの流入量で、あった．

また，将来気候でも珍しく多い範轄であるが，現

在気候と比較するとその頻度は増加する．

30 

役となったそう強くない豪雨の影響を評価するには， X

バンド勘1Pレーダーのような気象レーダー等を用い，短

時間降雨予測の強化とその利用を促進していく必要が

あるだろう．

地球温暖化に対しても，後悔しない適応をするため

気候変動将来予測を軸にした適応が必要である．さら

に，治水の基礎体力の増強，自助 ・共助としての防災

力の増強も喫緊の課題である． 上記の対策は多くの時

間を要する上，昨今の豪雨頻発を受け，じわじわとで

も地球温暖化の進行速度の方が早いように感じられる

後悔しないため，早急かつ計画的な対応が求められる．

災害からの教司｜｜を蓄積し，将来予測を隅々まで共有し，

どの優先順位で適応するか，考える時に来ている．そ

して水工学・土木工学 ・気象学の中で，またこれら融

合の中で， “研究”と して抜けている部分を埋めてい

くことが重要である．




